
 

 

 

 

 

令和元年５月１７日 

国立研究開発法人 土木研究所 

 

令和元年度の土研の主な取り組み 

－道路橋診断 AI、地質地盤リスクマネジ、水災害リスクコミを加速― 

―顕在化した課題に対応（液状化診断、水害 BCP、土砂洪水氾濫、堰堤損傷）― 

―モニタリングでイノベーションを創出（物理探査、環境 DNA）― 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．主な研究課題の概要 

（１）減災・防災 

①洪水リスクを我がことと考え、備えるためのリスクコミュニケーション技術の開発 

「逃げ遅れゼロ」社会を実現するために、平常時から洪水に関する情報を共有し、

緊急時には必要な情報を提供する「防災アプリ」や、あらかじめ洪水を疑似体験する

ツール等、リスクコミュニケーションの技術開発を行い、水災害に対する防災・減災

の取り組みを支援します。 

 ②地質・地盤リスクマネジメント技術の開発 ～安全で経済的な土木事業をめざして～ 

工事中のトンネルによる陥没事故等の地盤に起因する事故やトラブルを未然に防

ぎ、安全で経済的な土木事業を進めるため、事業の各段階で適切にリスク評価する技

術的な手法、地質・地盤リスクに強い工法やその選定手法等、地質・地盤リスクマネ

ジメント技術の開発を行っています。 

 

＜関連する新規研究課題＞  

西日本豪雨関連 

  ③広域にわたる水災害が経済に与える影響に関する研究 

  ④流木の発生・流下・堆積プロセスを考慮した流木量推定手法の開発 

資料配布の場所・日時 
１．筑波研究学園都市記者会（資料配付） 
２．国土交通記者会（資料配布） 
３．国土交通省建設専門紙記者会（資料配布） 

日時：令和元年５月１７日１４時同時配付 

国立研究開発法人 土木研究所（理事長 西川和廣、茨城県つくば市）は、西日本豪雨、

胆振東部地震を受けて顕在化した新たな課題にも対応して「減災・防災」研究の充実を図

り「国土強靱化」を支援するとともに、産官連携の共同研究により AIを活用した持続可能

な「メンテナンス・サイクル」の確立を加速する。また、新たなモニタリング技術等によ

る「土木分野のイノベーション」を目指します。 

さらに、国土強靭化を中心としたインフラに係る革新的な産・学の研究開発を支援し、
公共事業等での活用を推進する委託研究制度を創設します。 



～土砂・洪水氾濫にともなう流木被害の軽減のために～ 

  ⑤土石流被害の軽減をはかる砂防堰堤の効果的な補強手法の開発 

～適切な砂防堰堤の維持管理をはかるために～ 

  ⑥数理（AI）による水理構造物設計を目指して 

～構造物周辺の複雑な水の流れを再現～ 

北海道胆振東部地震関連 

  ⑦３次元地盤モデルで液状化ハザードマップを高精度化 

～インフラ施設の液状化被害リスク評価手法の開発～ 

⑧構造物への影響を考慮した液状化判定法に関する研究 

 

（２）メンテナンス 

①土研メンテナンス AI本格化 ～橋梁の点検・診断 AIが旗艦プロジェクト～ 

橋梁の老朽化や技術者の減少に対応するため，点検の見落とし防止や効率的な調書

の作成など点検を補助する技術や，劣化要因の判断や的確な措置の判断など診断を支

援する技術について AIを活用し，メンテナンスサイクルにおける点検・診断・措置の

信頼性向上を目指します。 
 ②舗装分野における AI技術の活用 ～損傷メカニズムや AI教師データ等の研究～ 

   100 万㎞を超える膨大なストックを有する舗装について、予算の制約や現場の人員

不足等に対応するため、技術進展の著しい AIを管理に活用する研究を行います。これ

により、舗装分野における民間 AI技術の開発促進やピンポイントの要補修個所の早期

発見等が見込まれ、舗装の長寿命化、維持管理コストの低減に寄与します。 
 
（３）モニタリング 

 ①非破壊調査 × AI診断 ～堤防・舗装内部の連続スキャンで調査を効率化～ 

   堤防や舗装道路の内部状態の把握は目視点検では難しく、ボーリング等の開削調査

では連続的に調査することができません。延長の長いインフラを連続して非開削で調

査可能な物理探査技術の開発は進んでいますが、データ量が膨大となり、解析に多大

な時間がかかります。そこで、AIを用いて調査効率の向上を図ります。 

 ②環境 DNAを使って、見えなかった河口のアユ稚魚の動きや環境を知る 

   環境 DNAやドップラー流速計の後方散乱強度などの新しい調査技術を活用して、こ

れまで調査が困難であった河口域におけるアユ等の稚魚の動きや生息に必要な環境を

明らかにし、生息環境の復元に繋げていきます。 

＜関連する新規研究課題＞ 

 ③高精度空間情報を用いて雪崩の状況を迅速に把握 

 ④画像解析技術により水生生物の異常行動を自動検知 

～化学物質の水生生物への影響をリアルタイムで連続的に評価～ 

⑤下水で感染症流行を早期監視 

～次世代シーケンサーを用いた病原微生物の網羅的検出～ 



 

２．新しい委託研究制度（革新的社会資本整備研究開発推進事業） 

国土強靭化や戦略的な維持管理、生産性向上等に資するインフラに関する革新的技術を

公共事業等において活用するため、産学連携、産産連携などによる実用化に向けた研究開

発を支援するための委託研究制度を創設しました。 

 

 

 

 
本資料に関する問い合わせ先： 
 国立研究開発法人 土木研究所 
 企画部研究企画課 029-879-6751 
 
「１．主な研究課題」および「２．委託研究制
度（革新的社会資本整備研究開発推進事業）」
に関する個別の問い合わせ先については、別紙
参考資料をご参照ください。 
 
 



洪水リスクを我がことと考え、
備えるためのリスクコミュニケーション技術の開発

大きな洪水による災害を「我がこと」と考え、いざというときに速やかに避難を決断し行
動できる「逃げ遅れゼロ」社会を実現するために、平常時から洪水に関する情報を共有
し、緊急時には必要な情報を提供する「防災アプリ」や、あらかじめ洪水を疑似体験する
ツール等、リスクコミュニケーションツールの技術開発を行い、水災害に対する防災・減
災の取り組みを支援します。

☆背景

☆目的

☆研究内容

洪水が発生しそうな際には、気象官署・河川管理者・市町村から、ウェブサイトや電子メール等
で一般住民へ様々な洪水情報が提供されている。それにもかかわらず、平成28年北海道・東北
豪雨、平成29年九州北部豪雨では中山間地を中心に逃げ遅れによる人的被害が発生し、平成
30年7月豪雨では平野部も含め、昭和57年以来初めての200名以上の犠牲者が出た。

☆その他

 研究期間 平成30年度～令和4年度
 問い合わせ先 水災害研究グループ 藤兼・栗林

Tel: 029-879-6809

洪水発生時の避難に関する主な課題として以下の２つがある。
①洪水情報の内容や伝達方法に係る課題

住民に洪水情報が発信されていても、いざという時にうまく伝わっていない、伝わっていても住
民に情報の意味が理解されていない 等
②住民による避難判断に係る課題
住民は未経験の洪水リスクを過小評価し、避難活動に消極的になりがちである 等

これらを克服するために、行政や住民が平常時や緊急時に、情報の内容を理解し行動につな
げることが出来る洪水リスク情報のコミュニケーションツールを開発する。

「ICHARM災害情報ポータルサイト（IDRIS)」
（H30年度地域安全学会技術賞を受賞）

②について、住民の災害時行動心理に着目して
分析を行い新たな情報の必要性などを整理する。
それらを踏まえ、 「洪水災害情報ポータルサイト」を

より発展させ、利用者の位置に応じて必要な災害
情報を提供できる「防災アプリ」、およびVRゴーグ

ルなどを活用した氾濫疑似体験ツールなどの開発
を行う。

また、①について、行政や住民など防災関係者が防災・減災活動に必要な情報を一つの画面
で共有できる、「洪水災害情報ポータルサイト」の利活用に関する検討を行う。このサイトでは、平
常時における洪水リスク情報や、緊急時におけるリアルタイム情報や現地で撮影された危険情報、
さらに浸水に関する情報など様々な情報が共有可能であり、これらにより、迅速かつ効果的な防
災・減災活動に活かすことができる。

①について、住民や行政関係者などが、洪水や土砂災害による現象を理解できるように、高度
なシミュレーション技術を用いながらも結果を分かりやすく提供できるハザード解析技術の開発を
行う。

参考（１） ①





地質・地盤リスクマネジメント技術の開発
～安全で経済的な土木事業をめざして～

工事中のトンネルによる陥没事故等の地盤に起因する事故やトラブルを未然に防ぎ、
安全で経済的な土木事業を進めるため、事業の各段階で適切にリスク評価する技術的
な手法、地質・地盤リスクに強い工法やその選定手法等、地質・地盤リスクマネジメント技
術の開発を行っています。

☆背景

☆目的

☆研究内容

平成28年11月8日に福岡市地下鉄七隈線工事により発生した道路陥没事故等を受け、

国の「地下空間の利活用に関する安全技術の確立に関する小委員会」は、「計画・設計・
施工・維持管理の各段階における地盤リスクアセスメントの実施」等を答申。この実現のた
め、地質・地盤リスクへの様々な対応技術を確立する必要があります。

土木事業において発生しやすい地質・地盤リスクを見逃しなく発見する技術、適切にリス
ク評価する技術、さらにリスクに強い工法やその選定手法等のリスク対応技術を開発する
ことで､土木事業の安全を確保しつつ、工期や工費の縮減など経済的な事業の実現を目
指します。

【地質・地盤リスクに応じたトンネルの補助工法の選定に関する研究】

• 脆弱な地山におけるトンネル施工では，地山の安定性を確保するための補助工法を採
用することがありますが，地山や施工の不確実性等に起因する地質・地盤リスクを十分
に認識しないまま補助工法の選定を行った場合，様々な問題を生じる可能性がありま
す。本研究では，これらのリスクを評価し，リスクレジリエントな対策として，合理的な補
助工法の選定手法の提案を行います。

【地質・地盤リスクマネジメントの基本体系の構築に関する研究】

• 地質・地盤リスクの種別や発現機構の事例分析に基づく解析、事業の各段階でのリスク
特定と評価の課題の抽出、引き継ぐべきリスクの情報の項目と表現方法の検討を行い、
地質・地盤リスクを見逃さず適切にリスクを評価するための手順や技術的な手法の提案
を行います。

この他にも、既に取り組んでいる研究等を活用し、地質・地盤リスクマネジメント技術の体
系化を目指します。

地質・地盤リスクの発現事例（道路陥没） トンネル補助工法の一例（イメージ）

参考（１） ②







流木の発生・流下・堆積プロセスを考慮した流木量推定手法の開発
～土砂・洪水氾濫にともなう流木被害の軽減のために～

土石流危険渓流を中心に講じられてきた流木対策に加え、より広域の山地流域を対象と
した土砂・洪水氾濫にともなう流木対策の実施のため、渓流の地形や洪水などの条件に
基づき流木の流出量を推定する手法を開発します。また、効果的な砂防施設の設計・計
画技術の開発を目指します。

☆背景

☆目的

☆研究内容

平成29年九州北部豪雨では、流域内の複数の支渓流や主渓流渓岸の崩壊や土石流によ

り発生した大量の流木が主渓流において下流域まで流下して土砂・洪水氾濫による被害
が生じました。また、平成30年7月豪雨においても、流木が下流の家屋に被害を及ぼしまし
た。広域の流域を対象とした流木対策の計画・実施が急務となっています。

従来は、土石流の発生しやすい渓流を対象に対策を講じてきましたが、土石流とともに主
渓流に流下した流木は、土砂・洪水氾濫によりさらに下流に流下します。これらの土砂・洪
水氾濫にともなう流木による被害の防止軽減を図るため、渓流の地形など流木の流れや
すさを考慮して流木流出量を推定する手法を検討します。また、流木を効果的に捕捉する
ための砂防堰堤等の構造や配置手法を検討します。

【下流に流下する流木量の推定方法】

• 下流に流下する流木量は、これまで、発生流木量に一定の割合を乗じて推定していました。
本研究では、流木の発生・流下・堆積プロセスを考慮し、流木が発生・堆積する箇所の地
形的特徴と流出の関係を分析し、流木量を推定する方法を令和3年度までに開発します。

【砂防堰堤の効果的な配置と構造の検討】

• 土石流が流木を含む場合における礫径に応じた透過型砂防堰堤の土石流・流木捕捉効果
を、砂防堰堤での堆積構造の現地調査や実験を通じて明らかにし、効果的な砂防堰堤の構
造検討手法を、令和3年度までに提案します。

☆その他

 研究期間 平成30年度～令和3年度
 問い合わせ先 土砂管理研究グループ 火山・土石流チーム 石井 Tel:029-879-6785

渓流の地形など流木の流れやすさを考慮し
て流木の発生・流出リスクを評価

平成29年九州北部豪雨災害における流木被害

参考（１） ④





水理模型実験の補完技術として、複雑な流れを再現できる数値計算手法を開発するとともに、
これまでの多数の水理模型実験結果のデータベースを構築し、将来的には数値計算結果も
含めたデータベースによりAI技術を活用した設計手法へとつなげる検討を行います。これら

により、より確実な防災機能の確保・維持が可能となる水理構造物の設計、施設改良技術の
確立を目指します。

数理（AI）による水理構造物設計を目指して
～構造物周辺の複雑な水の流れを再現～

大規模河川構造物周辺の複雑な水の流れを再現できる数値計算手法を開発するとともに、
AIなどを活用した構造物形状の評価・最適化手法の構築を目指します。

☆背景

☆目的

☆研究内容

ダムや堰などの大規模河川構造物では、洪水時に安全に水を流下させるために、減勢工など
の水理構造物を適切に設計する必要があります。これら水理構造物周辺の流れは非常に複
雑であるため、水理模型実験により構造物形状を試行錯誤的に変えながら最適な設計を行っ
ています。しかし、そのためには多大な時間と労力が必要であり、豊富な経験や知識を有する
技術者の判断により形状改良の絞り込みをしています。そのため、水理構造物に関する知見
を蓄積し、限られたリソースを有効活用する合理的な設計手法が求められています。

【複雑な流れを再現できる数値計算手法の開発】

水理構造物を対象とした模型実験にて、水理量の計測を行い、数値計算に必要なデータを
収集します。これら計測データと3次元的な流れの数値計算とを比較し、計算の妥当性の検
討を行い、複雑な流れを再現できる数値計算手法の開発を行います。
【水理模型実験結果のデータベースの構築】

これまで実施してきたダムの洪水吐き、減勢工などの水理模型実験結果について、改良前
後の形状データ、実験結果データ（水面形などの計測データ、通水中の画像・動画等）の
データベースを構築します。

☆その他

 研究期間 令和２年度まで
 問い合わせ先 水工研究グループ 水理チーム 石神、中西 Tel:029-879-6783

参考（１） ⑥













☆平成３０年度の成果

【ひび割れの形態と構造的健全性の関連性の整理】

• ひび割れの形態と発生要因、構造的健全性の関係について、過去の知見（各種文献・調査
データ）を整理。

【舗装路盤の損傷メカニズムの解明】

① 路盤の支持力低下の原因として、路盤層への水の浸入による路盤材の砂・シルトの減少が
挙げられる。

② この損傷状態を模擬した室内実験を実施。

③ その結果、路盤材の微粒分・細粒分が流出した状況では、健全な状態と比べて大幅に強度
が低下することが分かった。

☆令和元年度の予定

• 供用中の道路にて、舗装表面の状態と舗装内部の状況を関連づけるため、ひび割れの
率・形状と開削調査・コア抜き調査・FWD調査等から得られる支持力データとの関連を解析

☆その他

 研究期間 令和2年度まで
 問い合わせ先 道路技術研究グループ 舗装チーム 藪 Tel: 029-879-6789

参考（２） ②





環境DNAを使って、
見えなかった河口のアユ稚魚の動きや環境を知る

環境DNAやドップラー流速計の後方散乱強度などの新しい調査技術を活用して、これ

まで調査が困難であった河口域におけるアユ等の稚魚の動きや生息に必要な環境を明
らかにし、生息環境の復元に繋げていきます。

☆背景

☆目的

☆研究内容

河口域では、都市化に伴う様々な人間活動の影響により、その環境が大きく変化してき
ていると考えられており、環境保全策の立案・実施が急務となっています。しかし、塩分、
潮位、波浪等様々な要因が複雑に絡み合う河口において、個々の生物の環境を明らかに
することは困難でした。特に、個体サイズの小さい稚魚（例、アユ）等の広い河口域におけ
る分布や動態を捉えることとは非常に難しく、効果的な保全策の立案が困難な状況にあり
ました。

本研究では、河口域を利用するカジカやアユを対象に、河口域におけ
る稚魚期の分布や動態を、環境DNAやドップラー流速計の後方散乱強
度を利用して捉えるとともに、水深・水温・塩水を測定するCTDプロファ

イラなどを利用して物理環境を調査し、魚が成長段階に応じてどのよう
な環境を必要としているのか明らかにしていきます。また、河口におけ
るどのような環境が人間活動によって変化したのかを整理することで、
現在の河口域における効果的かつ実施可能な環境改善方法へと繋げ
ていきます。

☆その他

 問い合わせ先 土木研究所水環境研究グループ 河川生態チーム 上席研究員 中村圭吾
研究担当 同チーム 主任研究員 村岡敬子

TEL：029-879-6775

河口域における魚の生息環境を改善していくためには、河口域の空間を魚がどのように
利用しているのか、その環境が人間活動によってどのように変化したかという双方の観点
から明らかにしていくことが必要です。本研究では、土木研究所がこれまで培ってき河川に
おける生物調査技術を活かしつつ、新しい調査手法を活用することで、魚類が必要とする
河口域の生息環境を明らかにし、河口域の環境の復元へと繋げていきます。

環境DNAによる稚魚等の分布調査。

海と川を行き来する魚を対象に、河口域のど
のような場所をどの成長段階で利用している
かを推察する。

河川における後方散乱強度に
よるアユの動態調査の例。後
方散乱強度では、塩水くさびの
動きも捉えることができる。

CTDプロファイラで得られた

塩分濃度・水温の鉛直分布。
塩水くさびの遡上状況とあ
わせ、河口域の物理環境を
捉える

参考（３） ②





画像解析技術により水生生物の異常行動を自動検知
～化学物質の水生生物への影響をリアルタイムで連続的に評価～

国が規制を検討しているアンモニア性窒素の低減を目指し、微生物保持担体や膜を用
いた省エネかつ省スペースな下水処理技術について検討します。また、この技術を評価
するため、水質センサーや画像解析技術を組み合わせ、水生生物をリアルタイムで連続
的に観測・記録し、異常行動やその原因を分析可能なモニタリングシステムを構築します。

☆背景

☆目的

☆研究内容

水生生物保全環境基準物質としてアンモニア性窒素の追加が検討されています。下水処理水
のアンモニア性窒素を低減するためには曝気量を増やすことが効果的ですが、曝気時の電気
使用料や温室効果ガスの増大などが課題とされています。また市街地の下水処理場では、新
たな設備類を設置するスペースを確保することが困難な場合もあります。このため将来、アンモ
ニア性窒素の規制がなされた場合、省エネかつ省スペースな下水処理技術が求められることが
予想されます。また従来、長期の生物影響試験を行うためには、研究者が定期的に目視で観察
していましたが、近年は人手不足であることから、水質センサーや画像解析技術を組み合わせ、
水生生物をリアルタイムで連続的に観測・記録し、異常行動やその原因を分析可能なモニタリン
グ技術が期待されています。

☆その他

 研究期間 令和元年度～令和3年度
 問い合わせ先 水環境研究グループ 水質チーム 山下・北村・村田・服部 Tel:029-879-6777

一般に、下水処理水は放流前に塩素消毒を行うことから、処理水中にアンモニア性窒素が残存
する場合、放流先の水生生物に対し複合影響を及ぼす可能性があります。そこで、複合影響に
ついて評価するとともに、排水基準値をクリアしつつ水生生物にも影響が少ない下水処理方法
を開発するため、微生物保持担体や膜を用いた下水処理実験装置を製作し実験・評価を行い
ます。併せて、放流水に曝露させた水生生物の異常行動や原因等を高精度に把握するため、
水質をセンサー類で測定しつつ、画像解析技術によりその動きをリアルタイムで連続的に記録・
分析できる、新たなモニタリングシステムを構築しようとするものです。

参考（３） ④






